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概要： 
  

近年、出水時のダム操作は、より高度な操作を求められる傾向がある。そのため、防災時におけ

る速やかな各種情報の把握が求められることから、防災情報の「見える化」は、防災業務を遂行して

いくうえで、欠かせないものとなっている。一方、防災時の一般の方への情報発信の場面においても、

ダム操作への誤解を払拭するためにも、わかりやすく正確な情報を迅速に公表することが肝要である。  

これらの課題に対し、各種の取り組みがなされているところであるが、今回、関西・吉野川支社

淀川本部（以下、「淀川本部」という。）では、水管理情報処理設備の改造により、「見える化」の一

助となる取り組みを推進している。本稿では、その取り組み事例について報告するものである。 

 

   キーワード：データの可視化、ダム操作の可視化、リアルタイム広報、迅速性、作業の負担軽減 
 
 
1. はじめに 

 

平成 25 年 9 月 16 日、台風 18 号の豪雨により、桂川

上流の日吉ダムでは、ダムの貯水容量を最大限活用して

洪水を貯留する洪水調節(防災操作)を行うとともに、宇

治川においても、瀬田川洗堰の全閉操作と天ヶ瀬ダムの

洪水調節を行い、さらに、木津川上流のダム群（高山ダ

ム、室生ダム、青蓮寺ダム、布目ダム、比奈知ダム）も

連携して三川（桂川・宇治川・木津川）合流点の水位低

下に努めた。 

これら、淀川水系のすべての施設を最大限に活用した

洪水調節により、桂川下流部で越水した箇所の水位を土

のう積みが行える程度に抑えることができたことから、

堤防の決壊という最悪の事態を回避することができた。 

一方、これらの対応の中で検討すべき課題も確認され

たことから、随時改善を図っているところである。 

 

2. 防災業務の「見える化」への着目点 

 

 防災業務の改善については、次の２項目に着目して実

施している。 

 

 

 

 

 

 

1.関西・吉野川支社淀川本部 施設管理課  

2.関西・吉野川支社淀川本部 設備課 課長補佐 

3.関西・吉野川支社淀川本部 設備課 
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図-1 淀川流域のダムの位置図 



○防災業務を行う機構職員の業務量削減・効率化のため

の改善（内部での見える化） 

○一般の方への情報発信をより迅速に、わかりやすくす

るための改善（外部への見える化） 

 

2.1「内部での見える化」の必要性 

2.1.1 淀川流域の特徴 

淀川本部管内にある７ダムの高水管理・運用の特徴と

して以下の点が挙げられる。 

○ダム下流の河川が整備途上であるため、治水安全度の

低い地域がある。 

○河川の治水安全度にあわせ、ダムの洪水調節方法を暫

定操作としているダムが多い。 

○ダムの洪水調節方法が暫定操作を採用していることか

ら、異常洪水時防災操作を実施する可能性が相対的に

高い。 

○暫定操作による洪水調節を実施しても、下流河川で浸

水被害が発生する場合があり、河川管理者との調整の

もと、ダム下流域を見据えた操作を行わなければなら

ない。 

○複数のダムが並列あるいは直列しており、複数ダムで

の連係操作が効果を発揮する場合がある。 

 

2.1.2「内部での見える化」推進の必要性 

淀川水系ダム群では、2.1.1 に示す特性があることか

ら、常にダム下流域を意識した防災業務を実施する必要

がある。即ち、ダム上流域での降雨実績・予測データを

もとにダム流入量の予測を行うとともに、下流河川水位

をみながら河川管理者と調整を図りつつ、操作方法を決

定するという、高度な操作が要求される。そのため、業

務の負担軽減を目的として、「データの見える化」の取り

組みを行う必要がある。 

 

2.2「外部への見える化」の必要性 

2.2.1 これまでの広報対応と新たな課題 

平成 25 年度までの取り組みとして、洪水調節を行っ

た施設では、洪水調節終了後（概ね翌日）にダムの効果

について報道機関への記者発表を行うとともに、その資

料をＨＰへ掲載していた。しかしながら、浸水被害等が

発生するような災害においては、多くの報道は被害状況

や復旧状況、交通手段に関する報道などに内容の大部分

が占められる傾向にあることから、なかなか「ダムの効

果」について取り上げてもらえる機会が少ないのが実情

である。 

一方、ダムの効果について発表するまでに概ね１日程

度時間を要していたことから、資料発表の前に、あたか

もダムが原因となって浸水被害が発生したかのように受

け止められる報道も確認された事例もある。 

 

2.2.2 「外部への見える化」推進の必要性 

 平成 25 年に発生した台風 18 号の際には、ＳＮＳ（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス）の普及に伴い、

一般の方の情報を得る機会が報道機関による情報だけで

なく、様々な情報ツールにより取得できる状況であった。

しかし、ＳＮＳの情報には誤った情報も含まれており、

誤情報が拡散することで、更に混乱を拡大させるという

悪循環を生み出すケースも見受けられた。 

 一方、ＳＮＳ利用者の中には、ダムの操作を理解し解

説をしてもらえる方も見られることから、ダム管理者に

おいても防災対応中でも適時・的確な情報発信を行う必

要性が高まっている。 

 しかし、現実的に各ダム管理所では、防災対応中は限

られた要員で防災対応を行いながら、一般からの問合せ

への対応を行っており、リアルタイムにダムの効果を広

報することが困難な状況である。そのため、防災対応時

の各ダム管理所の業務負担軽減を目的として、淀川本部

の防災本部で広報業務を実施することとした。 

 

3.「内部での見える化」 取り組み事例 

 

3.1 流域全体の状況の見える化 

 従来、ダム諸量グラフや下流河川水位のグラフはそれ

ぞれ個別に確認することは可能であったが、一画面で見

ることができないため、状況把握に時間を要していた。 

今回、ダム地点における流入量と放流量に関するグラ

フと下流河川の水位グラフを一目で見られるよう、水管

理情報処理設備の改造を行った。画面の作成にあたって

は、ダムと河川水位観測地点の位置関係を配慮し、名張

川３ダム（青蓮寺・室生・比奈知）は１画面で３ダムの

情報を記載するなどの工夫を行った。 

 実際の運用画面例として、日吉ダム（平成 27 年台風

11号対応時）の運用画面を図-2に示す。 

 

3.2 出水初期のチェック体制強化 

 出水初期の対応の遅れは、洪水調節容量への不必要な

貯留につながり、場合によっては洪水調節容量が不足す

ることも懸念されることから、初期対応のチェックは重

要な観点である。このため、今回、初期対応のチェック

機能として、貯水位・流入量の表示が設定値により黄色

や赤色で表示できるよう水管理情報処理設備の機能改造 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行った。現在、貯水位は、洪水貯留準備水位から－20cm

で黄色に、洪水貯留準備水位を超過した時点で赤色に表

示を変更するとともに、流入量は、洪水量を超過した時

点で黄色に表示を変更する設定で運用を行っている。ま

た、この色表示の設定は、ダムの運用状況に合わせて定

数の設定変更ができるようシステムを構築している。 

 

3.3 平成 27年台風 11号での活用 

平成 27 年の台風 11 号対応時には図-2 に示すように、

日吉ダムの状況と下流河川の水位変化傾向を一目で確認

しながら防災業務を行うことができ、その有効性が確認

された。 

 

4.「外部への見える化」 取り組み事例 

 

4.1 リアルタイム広報資料の作成 

4.1.1 広報資料のフォーマット（初期版）の構築 

広報資料の作成は、費用のかからない汎用のエクセル

を使用することとし、以下の要件を満足させるようフォ

ーマットを構築した。 

○防災要員がだれでも作業可能であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○複雑な計算をその都度実施しないよう、予めシステム

化しておくこと。（ただし、計算過程は別シートで確

認できるようにしておくこととした） 

○Ｈ－Ｑ式（河川水位と流量の相関式）の更新に対応可

能であること。 

 

4.1.2 入力作業フロー 

 広報資料作成の作業フローは図-3のとおりである。 

 

 

 

図-3 作業フロー 

図-2 平成 27年台風 11号対応時における日吉ダム操作状況と下流河川水位グラフ 

 



4.1.3 「わかりやすさ」の工夫 

 今回の広報資料作成にあたっては、数値のみならず、

模式図をグラフで作成することにより、視覚的にもわか

りやすい資料になるよう心がけた。現時点で運用してい

る資料を図-4に示す。具体的には①ダムの洪水調節容量

内に貯め込んでいる量、②下流の河川水位観測地点での

河川断面と観測水位・ダムが無い場合の水位のイメージ

などを管理所の意見を聞き取りながら作成した。 

 

4.1.4 各管理所ＨＰからのリンク 

 各ダム管理所でのＨＰ更新作業などを軽減するため、

予め各管理所のトップページから淀川本部の防災情報の

ＨＰへリンクを行うこととした。また、淀川本部の防災

情報のページは常時開設しておき、適宜、ファイルを追

加できる体制を整え、各管理所での作業を少なくするよ

う努めた。 

 

4.2 平成 26年度の運用課題 

平成 26 年度の防災対応のうち、のべ９回の洪水調節

時にリアルタイム広報を実施した。 

なお、８月上旬より接近した台風 11 号では、管内７

ダムすべてが洪水調節を実施し、それに併せてリアルタ

イム広報を行ったが、手入力による作業を行ったところ、

①淀川本部広報班として少なくとも１人以上の専属要員

が必要であったこと、②７ダム全てが洪水調節を行った

場合には、１時間に２～３施設の更新が精一杯であり、

結果として、人員が確保された状況においても３時間毎

の更新サイクルが限界であるとともに、職員の負担が大

きかった。 

 

4.3 リアルタイム広報資料の自動化の取り組み 

4.3.1 データ取得自動化の概要 

平成 26 年度出水期の反省をふまえ、リアルタイム広

報資料の作業簡略化を目指すこととし、図-3に示す作業

フローの中の①及び②の部分を自動化することとした。 

 データ取り込みには、エクセルの webクエリ機能を活

用することとした。web クエリ機能とは、表計算ソフト

の Excel で、Web ページにある表データをワークシート

に取り込む機能のことであり、この機能によりダム諸量

や河川水位のデータをワンクリックで最新のデータに更

新できるものとした。 

 データ取得自動化後の作業フローを図-5に示す。 

このデータ取り込み自動化の取り組みにより、以下のメ

リットが挙げられる。 

○作業時間を短縮し更新作業を軽減することができ、更

新頻度を高めることができる。 

○入力ミスの防止（到達時間等の確認ミスの防止や複数

ダムの資料作成時におけるデータ取り違え防止） 

○連続データの取得が可能となり、河川水位（ダムあり・

ダムなし）の変動グラフが同時に作成できるようにな

った。（図-6） 

 一方、留意点として水位観測所データが欠測となった

場合には、自動取り込みができないため、手動入力のフ

ァイルについても同時に習熟訓練が必要となっている。 

 

 

4.4 平成 27年台風 11号での運用実績 

台風 11 号時には、広報班（主に事務系職員）が作業

を担当し、日吉ダム及び一庫ダムのリアルタイム広報発

表を実施した。台風 11号では各ダム下流域での降雨も多

く避難勧告等も発表されていたことから、毎正時の発表

を実施することとした。下流河川水位低減推計値は毎時

15分後には作業を終えることができ、迅速性をもった情

報提供ができたと考える。 

図-5 データ取得自動化後の作業フロー 

図-6 ダムによる水位低減効果の連続表示 



 また、出水中には、本資料が SNSで紹介されるととも

に、内容がわかりやすいとのコメントも確認された。 

 

５．おわりに 

 

 ダムの操作に関する一般の方への情報提供のあり方と

しては、①即時性、②わかりやすさが求められており、

機構全体でより一層の「見える化の工夫」が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回、既存のシステムに若干の改造を加えることで防

災業務の「見える化」の一助になったと考える。 

このような取り組みは横断的に情報を共有しながら

取り組むことが有効であると思われる。引き続き、より

わかりやすいダム管理の情報を、より効率的に、かつ職

員の負担が増えることなく、情報発信できるよう取り組

みを進めていきたい。 

 

 

図-4 リアルタイム広報資料（１） 



 

 

 

 

 

図-4リアルタイム広報資料（２） 


